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[設 問11]環 境 保 全 に役 立 つ ツ ール の利 用状 況
よ り積 極 的 に利 用 され て い る技 法
「既 に採 用 して いる」 とい う回答 の上位項 目
〈チ ェ ッ ク リス ト〉






〈環 境 原価 計 算 〉:19%
〈投 入 ・産 出バ ラ ンス〉:18%
〈環 境 融 和 度 検 査 〉:17%
〈環 境 指 向指 数 〉:15%
企 業 が そ の環 境 保 全 活 動 を行 う際 に,ど の よ うな用 具 や技 法 を用 い て い る
か を調 査 した の が設 問11で あ る。 まず,積 極 的 に利 用 して い る技 法 で あ るが,
「既 に採 用 して い る」とい う回 答 の多 か っ た項 目 として 「日本 企 業 ア ンケー ト」
で は 〈チ ェ ック リス ト〉 が 最 多 回答 を得 た。 実務 にお け る技 法 の 導入 ・実施
可 能性 の高 さが,こ の結 果 につ な が った と推 測 で きる。 これ に 〈生産 ラ イ ン
分 析 〉,〈代 替 分 析 〉 が続 く。
た だ し,最 多 回答 を得 た 〈チ ェ ッ ク リス ト〉 は48%と い う比 較 的大 きな 数
値 を示 して い る もの の,そ の他 の技 法 はい ず れ も3割 に満 た ない 。 この 結 果
を見 る限 り,こ れ らの技 法 を実務 で積 極 的 に活 用 して い る 日本 企 業 の数 は ま
だ少 な い 。 日本 企 業 の,こ れ らの 技 法 に対 す る関 心 の低 さが 示 され た。
〈設 問11に お け る 「C教 授 ア ンケ ー ト」 との比 較 〉
「C教 授 ア ンケ ー ト」で も 〈チ ェ ック リス ト〉が最 多 回答 を得 て お り,そ の
割 合 は 「日本 企 業 ア ンケー ト」 よ り も大 き い(57.8%)。 これ に 〈環境 融 和 度
検 査(GesetzeszurUmweltvertaeglichkeitspruefung)〉(48.2%)が 続 い て
い1).こ れ ら2つ の技 法 に関 して は 日本 企 業 よ り樋 的 で あ る もの の,そ の
他 の技 法 に は 日本 企 業 と同様 消 極 的 な 姿勢 が見 られ る(ち な み に第3位 は〈代
替 分 析 〉,26.7%)。 この設 問 に関 して は,日 独 両 国企 業 にお い て,全 体 的 に
同様 の傾 向 が示 され た。
[設 問18]エ コ ロ ジー 的 な対 応 を行 う社 内機 関
多 数 回 答上 位5項 目(全8項 目中)
〈意 思決 定 機 能 や命 令 機 能 を持 っ た単 位 〉:39%(50社)
1)『 環境 融和 度検査』は,1990年 に ドイツで法制化 された テス トを指 している。環境 に
優 しさテス ト,環 境適応 テス トとも訳す。略称UVPG。
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〈環境保全 のための特別 委員会〉:32%(40社)
〈助 言機能 を持 った単位 〉:19%(24社)
〈環境領 域の課題 を もったプ ロジェク トチーム〉:5%(6社)
〈QCサ ー クル〉:4%(5社)
企 業が環境 保全対策 を行 う際 には,そ の活動 に適 した専門的 な社 内組織 を
有 す る ことが望 ましい。 この点 に関 す る企業 の現状 を調査 したのが設問18で
あ る。最 多回答 を得たの は経営 の トップマネ ジメ ン ト(〈意思 決定機 能や命令
機 能 を持 った単位〉)で あ り,有 効 回答 の4割 弱 に達 して いる。環 境問題 は,
社 内の各部門 の個別 対応 で解決 で きる問題 で はない。 この こ とを考慮 すれば
,
全社 的な視野 を持 ち,対 応 を 「命令」 す る権限 を持 つ組織 が この問題 を担 当
す るこ とは妥 当 と言 えよう。
しか し,本 社機能 の果 たすべ き役割 の多 さを考 えれ ば,環 境保全対策 に専
門的 に取 り組 む常置型組 織 の設置 こそが適切 で あろ う。 この ような 〈環境保
全 のための特別委 員会〉 にて対応 を行 ってい る とい う回答 は32%に 達 してお
り,多 数 回答項 目の上位2位 を占めて いる、現時点 では全体 の3分 の1弱 に
留 まっているが,企 業 の環境保全 への取 り組 みが よ り積極的 になれば,こ の
ような常置型 の専門組 織 は増加す るだ ろう。
ちなみ に,〈 任意的 に設置 され る環境保 全特別委員会〉 は0%だ った
。 〈環
境領域 の課題 を もったプ ロジェク トチー ム〉 もわず か5%で あ る。 これ らの
結果 か ら,環 境保 全 は長期的 に取 り組 むべ き課題 で あって,___.時的あ るい は
短期的 な専 門組織 を設置 して対処 す る課題 とは考 えて いない企業が
,日 本 で
は大部分 を占めてい る とい う状 況 を見 出す こ とがで きる。
この他,〈QCサ ー クル〉が4%と い う低 い割合 に留 まってい る ことは注 目
に値 す る。環境 保全 は品質管理 とい う狭 い部 分の みにて対応 すべ き問題 で は
ない。 それ故,〈QCサ ー クル〉が環境保全 を担 うことは必ず しも適切 で はな
い とい う意味 で,今 回の結 果 は当然 と言 え る。 しか し,環 境保 全対策 を品質
管理面か ら考慮 してい る日本企業 が少 ない とい うこ とを示 してい る とい う解
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釈 もで きる。環境保全 を行 う上 で,品 質管理の視 点か ら環境保 全 に対 応 して
い くことも重要で ある。環境 保全担 当組織 として 〈QCサ ー クル〉が適 当であ
るとは言 い難 いが,環 境保全 を担 当す る組織 は,こ の よ うな品質 管理 とい っ
た面か らの対応 も念頭 にお くべ きで あろ う。
〈設問18に お ける 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 〉
「C教 授 ア ンケー ト」で は複数 回答可 としてい るため,割 合 数値 での比較 は
で きない。傾 向比較 として は,〈 環境保 全 のための特別委 員会〉が最多 回答 を
得 た。 これ に 〈意思決定機能 や命令機能 を持 った単位(本 社)〉,〈助言機能 を
持 った単位 〉等 が多数 回答 を得 た上位 項 目 として並 んで いる。〈環境保全 のた
めの特別委員会〉 が最多 回答 を得 てい る ことは,ド イツで は常置型の専門組
織が環境保全活動 を行 う とい う方法 を採用 している企業が数多 く存在 す るこ
とを示 している。
[設 問a]環 境保 全 を行 うこ とによる経済 的損益 の計 算区分
損益計算 を行 ってい るか否 か
「行 ってい る」:78%(105社)
r行 っていない」:22%(30社)
損益計 算 を 「行 ってい る」場合 の区分領域,上 位5項 目






企業 の環境保全活動 も,そ の活 動か ら生 ず る経済的損 益 を詳細 に区分 され
た経営領域 ご とに把握 すれ ば,一 層効果的 な実施が可能 とな る。 その状況 を
調査 したのが設問7で あ る。 まず,環 境保全活動 に関連 す る損益 の区分計算
を行 ってい るか否 かについて は,約8割 の企業 が区分計 算 を行 ってい る と回
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答 した。 この結果 は,環 境保全 活動 を損益 とい う会計的 ・貨 幣数値 的視点 に
よって把握 しよ うとい う企業 の多 さを示 している
。環境 保全活動 も企業 活動
の一環 であ る以上,そ の内容 を把握 すべ きこ とは言 うまで もない
。
この よ うにr多 くの 日本企 業か ら環境保 全活動関連 の損益計算 を実施 して
い る とい う回答 を得 られたわ けだが,そ の区分領域 の詳細 さは どうだ ろうか。
同設問 において この点 も調査 してい るの だが,残 念 な こ とに企 業全体 とい う
最 も広 い範囲 で しか区分計算 を していな い とい う回答 が最 も多 か った
。以 下,
領域 の範 囲 を狭 める ごとに順 次回答割合が減 ってい くとい う結果 となってい
る。 ちなみに最広 区分 の 〈企 業全体 〉 で も26% ,最 狭 区分 の 〈製 品別 〉で は
5%に す ぎない。
企業 の状況,体 力,必 要 とす るデータの詳細 さな どを考慮 すれ ば
,一 概 に
細 か い区分 で計算 すれ ばそれで よい とは言 えないだ ろ う。 しか し,理 想 とし
て はよ り詳細 な区分計算 を目標 とすべ きであ る。
〈設問7に お け る 「C教 授 ア ンケ0ト 」 との比較 〉
「C教 授 ア ンケー ト」 では,区 分 を行 ってい るか否 か に関 しては
,「行 って
い る」とい う回答 が62%,「 行 って いない」が38%と なってい る
。 この結果 か
ら,ド イツ企業 の方が損益計 算 を行 ってい る企業 の割合 が少 ない ことがわ か
る。
前者 の 「行 って いる」 とい う回答 の内訳 に関 してで あるが,そ の傾 向 はほ
ぼ 「日本企業 ア ンケ0ト 」 と同様 の もの となってい る
。複数 回答可 であ るた
め割合比較 はで きないが,あ えて数値 を挙 げれ ば最大割合 の 〈企 業全体 〉が
34%,最 小割合 の 〈製品 グル ープ別〉 が12%で あ り,い ずれ も今 回のア ンケ
0ト よ り大 きな数値 とな っている
。 また,最 も詳細 な範 囲で ある 〈製品別〉
が14%と,そ れ よ りも範囲 の広 い 〈製 品 グルー プ別〉 よ りもわずかだが大 き
な数値 とな って いる ことも目を引 く点 として挙 げ られ る
。
[設 問9]投 資意思決定 に関す る環境 保全 の考慮
ア ンケー ト項 目設定順。下 にい くほ ど積極 的か つ詳細 な対応
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〈これ まで考慮 してい ない〉=5%(6社)
〈役所か らの要請 に応 える〉:23%(28社)
〈数量化 で きる部分 のみ〉:37%(45社)
〈質的 な面 も考慮 してい る〉:35%(43社)
企業 は投資意 思決定 を行 う際 に も,環 境保全 を念頭 に置 くこ とが望 ましい。
この点 に関す る,企 業 の意識 と現状 を調査 したのが設 問9で ある。「日本企業
ア ンケ.___ト」で は,〈 考慮 して いない〉の5%を 除 く95%の 日本企業が,投 資
に関す る意 思決定 を行 う際 になん らか の形 で環境保全 を考慮 す る と回答 して
い る。 さ らに,こ の中か ら 〈役所 か らの要請 に応 える〉 とい う消極 的 な姿勢
の企業 を除いて も,7割 を超 えて いる。す なわ ち,積 極的 な対応 を行 ってい
る 日本企業 は,有 効 回答全体 の3分 の2以 上 にのぼ ってい る。
回答多数項 目を上位 か ら並 べて も,〈数量化 で きる部分 のみ〉が37%の 最多
数 回答 を得,こ れ に 〈質的 な面 も考慮 してい る〉 の35%が 続 いてい る。 これ
らの結果か ら,投 資意思決定 に環境保全 を積極 的 に反映 させ る姿勢 を見せて
い る日本企業 は,か な り多い ことが明 らか になった。
〈設問9に お ける 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 〉
「C教 授 ア ンケー ト」 で は複 数 回答 可 のた め,基 本 的 に割合比較 はで きな
い。 ただ し,あ えて数値 を挙 げる と 〈役所 か らの要請 に応 える〉が65%と,
圧倒 的 に多 い。 これ に 〈質 的 な面 も考慮 している〉の30%,〈 数量化 で きる部
分 のみ〉の14%が 続 いてい る。〈これ まで考慮 して いない〉は9%と 日本企業
と同様低 いが,こ れ らの数値 か ら見 る限 り,日 独両国企業の傾 向 は大 き く異
なってい る。特 に,〈 役所 か らの要請 に応 える〉とい う回答 の多 さは,日 本企
業 と比較 して,こ の設問 に対 す る ドイ ツ企業 の消極 的 な姿勢 を示 してい る。
[設問10]環 境保全 目標 の実現 と達成 度の評価 ツ,.__..ル
ア ンケー ト項 目設定順
〈法 的規制 の達成度検 査〉:43%
〈コス トセ ンター概 念〉:17%
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〈プロ フィッ トセ ンター概念 〉:4%
〈その他 〉:17%
〈特 に設定 しない〉:19%
企業 がその環境 関連 目標 の実現 と達成度 を評価 す るた めに
,ど の ような ツ
ール を用 いてい るか を調査 したの力書設問10で あ る
.旧 本企 業 ア ンケー ト」で
は,〈 特 に設定 しない〉 は19%に 留 まっている。 よって,こ れ を除 く81%は,
同設問で設定 され たいずれかの ツ0ル を選 択 ・回答 してい る
。 この ことか ら,
日本企業 の多 くはなん らかの環境保全 目標達成 ツール を用 いてい る ことが明
らか にな った。
その内訳 で あるが,〈 法的規 制 の達成度検査〉 の43%が 最多回答 とな
った。
これ は,外 部 か らの強制要因 には対 応 してい る とい う企業 の多 さを示 してい
る。以 下,環 境 活動予算 に代表 され る 〈コス トセ ンター概念〉 の17%
,環 境
保全 プロジェク ト等の 〈プ ロフィッ トセ ンター概念 〉の4%が 続 いてい る
。
これ らに 〈その他〉 の13%を 加 える ことに よって
,合 計値 が81%と なる。
〈設問mに お ける 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較〉
「C教 授 ア ンケー ト」で は複数 回答 を認 めてい るため,単 純 な比較 はで きな
い。 それで もあえて数値 を挙 げる と,ツ ールの使 用状況 に関 す る設 問 にお い
て種類 ・内容 を問わ なけれ ば,使 用 してい る と回答 した企業 の合計値 はほぼ
100%に 達 している。この面 だけ を見 る限 り
,ド イツ企業 の方が 日本企業 よ り
も積極 的な姿勢 をとってい る。
ただ し,そ の内訳 にお いて,〈 法 的規制 の達成 度検査〉が87%と 圧 倒的 な多
数回答 を得 てい る。 これ に 〈コス トセ ンター概念 〉の14%
,〈 プ ロフィ ッ トセ
ンター概念 〉の8%が 続 いて いるが,い ずれ も大 きな数値 とは言 い難 い。 〈法
的規 制 の達成度検査〉は外部強制要因的 な ツールで あ り
,「 日本企 業 アンケー
ト」 にお いて も最多回答 を得 てい るが,そ の割 合 は 「日本 企業 ア ンケー ト」
を大 き く上 回 ってい る。
[設問12]環 境 保全 に関 す る原価種類 の把握状 況
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最小割合 は 〈配 置替 ・休止原価〉(製 造領域)の32%(18社)で あ る。
企 業の環境保全 活動 は企業 ご とに様々 な形態 を とりうるし・0企 業 内で行
われ る環境保 全活動 も同様 であ る。それ ゆえに,環 境保 全 に伴 って発生す る
原価 ・費 用の種類 も多種多様 な もの とな る。
これ らの原価 ・費用種類 の把握 に関 してs環 境保全活 動 を経営活動 に直接
的 に結合 し,役 立 て ようとす るのであれば,環 境保全活 動か ら発生 した原価 ・
費 用 の詳細 な把握 を行 い,か つそれ らを個 別の製 品等 に賦課 す る ことが望 ま
しい。 この よ うな観 点か ら企 業内 の活動領 域別 に項 目を設定 し,そ の項 目ご
との環境保全関連原価 ・費 用発生 の把握状況 を調 べたのが設 問12で ある。
同設 問 に対 す る最 多回答項 目は,〈 研究 開発費 〉の88%(研 究 開発領域)だ
った。 これ に 〈エネルギー費〉 の87%(購 買領域),〈 用水費>86%(購 買領
域),〈 特別廃棄物費>86%(処 理領域),〈 特許権 使用料>80%(研 究開発領
域)が 続 いてい る。
これ らの結果 か ら,研 究 開発領域 と購 買領 域 において,環 境 保全関連原価
の分離把握 を行 ってい る日本企業 は,か な りの数 に達 してい る とい う現状 が
明 らか にな った。 なお,〈 特別廃棄物費〉も,多 数 回答項 目の上位4位 に位 置
してい る。企業 の環境関連実務 に直接的 に係 わ る分野 だ けに,今 後 の割合増
加が予想 され る。
〈設問12に お ける 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 〉
「C教 授 ア ンケー ト」で は,〈 エ ネルギー費 〉の8割 強が最多回答 を得,こ
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れ に 〈用水費〉約8割,〈 特別廃 棄物 費〉 と 〈排 水費〉の6割 強等が多数 回答
上位 を占めている。 「日本 企業 ア ンケー ト」の多数 回答上位 に含 まれ る項 目が
多 く,日 独両 国企業 の傾 向 は似通 ってい る ことがわか る。 ただ し,研 究 開発
領域 に関 しては,少 な くはない もの の5割 前後 に とどまってお り
,こ の点 が
日独 の差 異 として明 らかにな った。
IV-5.制 裁1企 業 の環境政 策 に影響 を及ぼ す領域
企業 の環境 政策上無視 し得 ないのが,企 業 外部 に存在 す る強制 要因であ る
。
これ らの強制 要因 は,そ れ に よって環境保全活動 を行 わ ざるを得 な くなった
消極的 な姿勢 の企業 だ けで な く,環 境保 全活動 に積極的 な企業 に も大 きな影
響 を与 える。企業 は環境保全活動 を実施 す る際 に,ど の ような外部 要因 を考
慮 してい るのだ ろ うか。 この点 を調査 すべ く,廃 棄物 処理 とい う具体 的な活
動 に焦点 を絞 り,考 慮 の程 度 を回答 す る形 で設定 したのが設 問3で ある
。
IV-3(前 半部)で 前述 した よ うに,多 くの 日本企業が 自社 は廃棄物処理 を
厳格 に行 って いる と考 えてい る。 この結果 を踏 まえた上 で,日 本企業が廃棄
物処理 に際 して考慮 を要す る と考 えてい る,あ るい は考慮 す る必要 のない も
の と考 えてい る外部要因 は何 か とい うこ とを,設 問3に 対す る回答 か ら見て
い くこととしよ う。
[設 問3]廃 棄物処理 を行 う際 に考慮 した外部要因
考慮 の度合 に関 して,「 非常 に大 きい」 と 「普通」の合計値 多数項 目(上 位5
斑
〈地 方 自治体 の廃 棄 物 処 理 条 例 の強 化 〉:93%(38%+55%)
〈処 理 企 業 また は処 理 設備 の降 路 〉:92%(33%+59%)
〈国 家 の法 令 の強 化 〉:86%(33%+53%)
〈秩 序 づ け られ た 処 理 の証 明 に関 す る規 則 〉:90%(31%+59%)
〈貴 社 で発 生 す る廃 棄物 の増 加 〉:71%(20%+51%)
まず,考 慮 す る必 要性 を企 業 が強 く感 じて い る外部 要 因 か ら見 て い く こ と
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とす る。「非常 に大 きい」と 「普通 」とい う考慮 の程度 に対 す る回答 合計値 で
最多 回答 を得 たの は,〈 地方 自治体 の廃棄物処理条例 の強化〉だった。 その割
合 は,93%に 達 して いる。「非常 に大 きい」単独 で見 て も,同 項 目が最多 回答
で あった。 さらに,〈 国家の法令の強化〉が86%と 多数回答 上位第3位 となっ
てい る。 これ らの罰則 を伴 う外部 要因 は,無 視 すれ ば企業存続 に係 わ りかね
ない。 それだ けに,こ れ らの要因 を強 く考慮 す る企業 が多いの は当然 の結果
と言 える。
これ らの他 に,〈 処理企業 また は処理設備 の隙路 〉と 〈貴社 で発生 す る廃棄
物 の増 加〉が多数 回答 の上位項 目 とな ってい る ことも注 目すべ きであ る。前
者 は,地 方 自治体 の廃棄物処理施設 に依存 して きた従来型の体制 の限界 を企
業が認識 し始 めた`.つ の あ らわれ と捉 えられ る。後者 は,廃 棄物発生量 の増
加 と処理 の困難 さを企業が認識 し始 めた ことを示 して いる。 廃棄物 を発 生後
に処理 す るので はな く,発 生量 自体 の削減 を企業が模索す る起点 とな るこ と
が期待 され る。
なお,全 体傾 向 として は,「 全 く考慮 しない」とい う回答が7項 目中5項 目
で0～3%と 極 めて少な い。程度の差 こそあれ,日 本企業 の多 くは これ らの
要因 を考慮 してい るこ とが明 らかにな った。
考慮 の度合 に関 して,「 全 くない」 と 「あ ま りない」の合計値 多数項 目(上 位
3位)
〈役 所 との トラブ ル 〉:58%(30%+28%)
〈顧 客側 か らの廃 棄物 回収 要 求 〉:55%(22%+33%)
〈貴 社 で 発 生 す る廃 棄 物 の増 加 〉:29%(3%+26%)
一 方
,企 業 は どの よ うな外 部 要 因 を廃 棄 物 処 理 に際 して考 慮 す る必 要 の な
い もの と感 じて い るの だ ろ うか。 「全 くな い」 と 「あ ま りな い」の 合計 値 に よ
る多数 回 答項 目か ら これ を見 て い くこ と とす る。 ち な み に,「 全 くな い」単 独
の 回 答 結 果 も,同 じ項 目が1位 か ら3位 まで に並 ん だ。 第1位 は 〈役 所 との
トラブ ル〉 の58%で あ る。 この よ うに,日 本 企 業 の 多 くは廃 棄物 処 理 に際 し
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て 〈役所 との トラブル〉 を考慮 して いない。 この項 目を考慮 す る度合が 「非
常 に大 きい」 と回答 した企業 は,10%に 過 ぎなか った。
これ に,〈 顧 客側 か らの廃棄物 回収 要求〉の55%が 続 く
。 この項 目を考慮 す
る度合が 「非常 に大 きい」 と回答 した企業 は13%だ った
。 日本企 業の多 くは
顧客 が製 品 を廃棄す る際 に,製 造 ・販売元 に回収 を要求 す る とい う事態 を考
慮 していない ことがわか る.こ 糾 ま,「メー か は(ア フターサ ー ビスは男りと
して)売 るだ け,廃 棄 や回収 は国 ・地 方 自治体,消 費者 まかせ」 と考 えてい
る企業 が今 なお多 い ことを示 してい る。
地 方 自治 体 の廃 棄 物 処 理 能 力 の限 界 や産 業 廃 棄 物 回収 の 有 料 化
,ISO
14001の 認証取得 の活発化 といった情勢 を考慮 す る と
,こ の ような考 え方 を持
つ企業 の多 さには問題が あ る。 また,某 外 資系企業 は欧米で は自社製 品の完
全 回収 を行 ってい る。 この ような企業 の存在 とこれ らの情勢 を併せ見 た場合
,
今後 の 日本企業 の動 向 になん らかの影響 を与 え るこ とが予想 され2) 。
この反 面で,第3位 の 〈貴社 で発生 す る廃 棄物 の増加 〉が29%に 留 まって
い る。
〈設問3に お ける 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 〉
「C教 授 ア ンケー ト」で も 〈地 方 自治体 の廃棄物処理条例 の強化 〉を最 も重
視 してい る とい う状況 が示 され てい る。 これ と 〈秩 序づ け られた処理 の証明
に関す る規則〉 が同数 で最 多回答 を得て,こ れ らに 〈処理企業 また は処 理設
備 の隆路 〉が続 いてい る。一 方,あ ま り考慮 す る必要 のない項 目 として は〈顧
客側 か らの廃 棄物 回収 要求〉 を筆頭 に 〈貴社 で発生 す る廃 棄物 の増加〉
,〈役
所 との トラブル〉 と続 く。 この よ うに順位 こそ違 え,日 独両 国企業 の同設問
に対 す る考 え方 は似 た ような傾 向 にある ことが示 された。
比率 は ドイ ツの方が低 い。 しか し,日 本 よ りも早 くゴ ミ回収 の有料化 を実
2)た だ し,こ の外資系企業 は 日本 では 自社製 品等の回収 を行 っていない
。 関係 者 による と
,当 初 は予定 され ていたが 日本 の同業他社 との足並み を揃 え るために この ような
や り方 を採用 してい る との こ とで ある。
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施 した ドイツだ けに,「 廃棄物 の増加 」は ドイ ツ企業 の方が深刻 に捉 えていて
も不思議 で はない。 この結果 に関 して も,意 識 と実際 との違い を考慮 してお
いた方が よいだ ろ う。
〈「日独製造業論文」 との比較〉
「日独製造業論文 」で も,〈地 方 自治体 の廃棄物処理条例 の強化〉 を筆頭 に
「日本企業 ア ンケー ト」 と同 じ項 目が上位3項 目を占めた。 ただ し,「 日独製
造業論文」の中の ドイツ企業 に限定 した場合,〈 秩序づ け られた処理 の証 明 に
関す る規則 〉 と く地方 自治体 の廃棄物処理条例 の強化 〉が1位 と2位 を占め,
〈国家の法令 の強化 〉 を強 く意識 す る とい う回答 は少 なか った。
ドイ ツで は地 方分権制 が進 んで い るため,規 制等 に関 して も国 よ り州 の そ
れ を重視 す る とい う傾 向が あ る。 この結果 は,ド イツ と日本の体制 の違 いを
反映 した もの と推測 され る。
lV-6.そ の他
「日本企業 ア ンケー ト」で は,ア ンケー ト用紙末尾 に感想欄 を設 け,現 代 日
本企 業の環境 問題 に対す る具体的 な意 見や考 え方 を調査 しよ うと試みて いる。
この感想欄 にあ る程 度以上 の行 数で意 見等 を記入 した企業 は,有 効回答 の1
割前後 に過 ぎなか った。 この回答社数 の少 な さ自体 が,多 くの 日本企業 は環
境問題 に対す る明確 な姿勢 をまだ確立 してい ない とい う,現 状 の一端 を示 し
てい る と捉 える ことがで きる。
このよ うに絶対 数が少 ない こ とか ら,こ れ らか ら得 られた意見 や考 え方が
日本企業 のそれ を代表 してい る とは言 い難 い。ただ し,少 ない中に もあ る程
度 の傾 向が見 られた し,興 味深 い意見 も見受 け られた。 また,感 想欄 への回
答 とそれ以外 の設問 も併せ た,回 答姿勢全般 か ら,い くつかの傾 向や考 え方
が見 えて きた。 そ こで,こ こで は これ らの諸点 につ いて,企 業 の姿勢 の違 い
とい う形 で触 れ てお くこ ととす る。
第一 のタイプは,環 境 問題全般 に対 して消極 的 な姿勢の企業で ある。 これ
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は特 に,非 製造 業(ソ フ トウェア産 業 も含 む)に 多 く見 られた。 「日本企業 ア
ンケー ト」 は 「C教 授 ア ンケー ト」 との関連 もあ るが,経 営 ・会 計的視点 を
根本 に置 き,そ の設問 も環境保全 コス トに関す るものを多 く設定 してい る。
これ ら原価 と環境 コス トの関連 に対 す る設 問 に対 して
,非 製造業 の多 くが回
答 していない。 この ことは感想 欄 に も反映 され てお り,当 社 は製造業 で はな
いため,関 係 のない,あ るいは答 え ようのない設 問が多 か った
,と い う指摘
が なされ てい る。原価 とい う言葉 を製品製造 原価 に限定 して捉 えれ ばその通
りであ るが,サ ー ビス業や ソフ トウェア産業 の経営活動 にお いて も,当 然費
用 は発生 す る。 その費 用計 算 を行 う上 で,環 境保全 か ら生ず る費 用 を どの よ
うに把握 し,会 計処理 を行 うか を調査 しよう とした我々 の意 図が伝 わ らなか
った部 分 はあったか と思わ れ る。
その ことを踏 まえてお く必要 はあ る ものの,「当社 は無公害企業 であ り,環
境問題 とはほ とん ど関連 が ない」 とい う意見が数社 か ら得 られた。 これ らの
意見 に対 して,ま ず環境保全活動 を,か つての公害問題 と同様 の もの と考 え
て いる企 業が存在 す る とい う点 に注 目す る必 要が あるだ ろう。 これ らの企 業
の意 見の___..例として,コ ピー用紙 に再生紙 を使 うとい うような対 策 は自社 も
考 えてい るが,そ れ以上 は関係 の ない ことであ る という もの もあった。同様
の考 え方 は,感 想欄 に意見 を記 入 してい るその他 の数社 か らも得 られ ている。
確 か に,公 害問題 はその大部分 が製造業 によって引 き起 こされた もので あ
り,そ の規模 ・影響 は部 分的 ・局地的 な もので あった。 しか し,現 在取 り上
げ られ てい る環境 問題 は,特 定 の企業が問題 の原因 として糾 弾 され る ような
もの ではない。 しか も,一 社 の与 える影響 は小 さ くて も,取 り扱 うべ き範囲
も公 害問題 よ りはるか に広 い。企業 の経 営活動 その ものか ら直接生 じた部 分
に限 らず,原 料 や電力 等の購 買先企業 の活動 とい った事前的 な,あ るい は提
供 されたサ ー ビスや ソフ トウェアが発生 させ る事後 的 な環境 問題 さえ も考慮
しなけれ ばな らない。 そ して,か つての公害問題 の ように,加 害者 としての
企業 と被 害者 としての市民 とい う,区 分 けので きる問題 で はないので ある。
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業種 ・業態 を問わず全 ての企業が,そ して市民 もまた,加 害者兼被害者 とな
りうる点 を認識 しておかな けれ ばな らない。
この よ うに,自 社 に とって は間接的 な問題 で ある,あ るいは具体 的 な行動
を示 す必 要 はない と考 えてい る企業が,特 に非製造業 に顕著 に見 られた。環
境問題 に関心が ないわ けで はない し,そ の ことはア ンケー ト用紙 を返送 した
とい うこ とか らも窺 える。 ただ し,自 社 に直接大 きな影響 を与 え るもので は
ない し,自 社 の存続 を危 う くす る ような問題 ではない とも考 えてい る。 当然
とも言 えるが,こ れ らの企業 は環境保全 コス トの把握 に関 して もそれ を行 っ
ていない,あ るいは該 当設 問 に対 して無 回答 とい う場 合が多か った。 なお,
製造業 に も同様 の姿 勢 を示 してい る企業が存在 してい る。
第二 の タイプ として,環 境 保全活動 にあ る程度,積 極 的 に取 り組 んでい る
企業が挙 げ られる。 この ような企業 は,製 造業 に比較 的多 く見 られ る。 これ
らの企業 は,現 時点で は まだ具体 的 な対 応 は行 っていない ものの・LCA(Life
CycleAssessment)やISOl4000シ リー ズについて言及 す るな ど,意 欲 的な
姿勢 を見せてい る。今後 の法規制や情勢 の推移 に応 じて対応 を図 る とい う考
えの企業 であ る。 ただ し,こ の ような企業 で も,非 製造 業で は環境保 全 は廃
棄物処理 の部分 が中心 であ る とい う考 え方が強 い。 ある小売業か らは,メ ー
カー と消費者 の狭 間で廃 棄物 処理 に苦慮 してい る とい う意見 も寄せ られてい
る。
第三 のタイプ として,環 境保全活動 に非常 に積極 的 な企業が挙 げ られ る。
これ らの企業 で は,実 際 にISO14001を 認承取得済 み,あ るいは取得 を決定
してい る こと等 といった具体 的 な活動 を感想欄 に記入 してい る。 また,既 に
環境報 告書 を作成 してお り,そ れ を研究室 に送付 して くれた企業 もあった。
これ らの企業 は,環 境保全 コス トも把握 で きる部分 は把握 し,そ れ を原価 等
に反映 させ よう とい う姿 勢 を見せてい る場 合が多 い。非製造業 であって も,
ISO14001を 取得 した とい う企業 もあ る。 この ような企業 は数 こそ少 ない も
のの,製 造 業 ・非製造業 といった枠組 み に限定 されていない。ただ し,こ れ
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らの企業 の中か ら,環 境 コス トを会計 システムに組 み入 れ る こ とは時期 尚早
で ある,と い う意見 も寄 せ られて いる。
文 中の多 い ・少 ない とい う表現 は,感 想欄 に記入 され た具体的意見 に関 し
ては,前 述 した よ うにあ くまで も限 られ た少数 回答 の中で の比較 にす ぎない
。
ただ しa環 境保全 コス トの把握 に代 表 され るその他 の設 問 も併 せた形 で傾 向
把握 を行 うことに よって,こ の ような結 果が見 出 され た。比率的 に見 れ ば,
消極 的な企業 が多 く,以 下積極 性 を増 す ご とに企 業数が減 ってい くとい う結
果が示 され てい る。
特 に第II章 で前述 した ようにs日 本企業 の多 くは環境 問題 に強い関心 を示
してい る。 しか し,こ こで述べ た ように,特 に多 くの非製造業 に見 られ る環
境問題 の認識 と,具 体 的 な対 策実施段 階 での消極的 な態度 は,問 題 で あ る。
環境 保 全 に関連 した法規制 の制 定 やISO14000シ リー ズの発 行 等が進 展 し
てい る現 在の情 勢 を見 る限 り,こ れ らの企業 は単 な る関心以上 の問題意識 と
,
積極性 を持 つ必 要が ある ように思われ る。
V.お わ り に
これ まで,「 日本企業 ア ンケー ト」 と 「C教 授 ア ンケー ト」
,及 び 「日独製
造業 論文」 か ら得 られたデー タを比較 す る ことに よ り,日 独企業 の環境 と会
計 に関す る傾 向 ・意識 ・実態 を分析 ・把握 して きた。本章 では,そ の結果 と
論評 を示 す こととす る。
今 回の比 較分析 に よ り,以 下の よ うな現状 が明 らか とな った。
(1)企 業 はその意思決定 に際 し,環 境 関連 法規,公 の意見 に程度 の差 こそ
あれ影響 を受 けるた め,企 業経営上,環 境保全 問題 は考慮 しな ければな
らない必須 の もので ある と考 えてい る。 この ことに関 して は,日 独両 国
企 業の考 え方 は一致 して いる。
(2)経 営意思決定の際,ど の よ うな経営 の部 分領域 で環境保全対策 を考慮
企業政策と環境保全とに関する一考察(続)209
す るか に関 しては,廃 棄物処理,製 造,研 究 開発 購買,リ サ イクル な
どで8割 前後 の 日本企業 が考慮す る と回答 した。 ドイツ企業で も,ほ ぼ
同様 の項 目が上位 を占めてい る。
(3)日 本企業 の多 くはs環 境保全活動 は企 業存続 人 気度達成,消 費者指
向充足等 の長期 的 ・間接 的 な企 業 目標 に効果が あ る と考 えてい る。 これ
に対 して,ド イツ企業で は競争力 とい う直接 的な 目標 を重視 して いる企
業が多 い。 ただ し,そ の反面 で利益獲i得とい う直接的 目標 とは相 反す る
と考 えてい る企業 の割合 が それ を上回 ってい る。
(4)廃 棄物処理 を厳格 に行 ってい る とい う日本企業 は9割 を超 えてい る。
しか し,そ の発生源 の把握 や総製造 原価 中 に占める廃棄物処 理 コス トの
割合 に関 して は,無 回答企業 が6割 強 に達 した。 これ らの情 報 を正確 に
把握 して いない企業 の多 さに原因が あ る と思 われ る。 また,廃 棄物処理
とリサ イクル に関 しては,処 理 コス トが高いた め リサ イクル を行 うとい
う企業が4割 弱 に達 して いる。 この ことに関 して,廃 棄物処理 コス トを
把握 してい る ドイツ企業 の割合 は 日本企業 をはるか に上 回 ってい る。
(5)環 境 管理 に用 い る用具 や技法 に関 して は,日 本 で はまだ普 及 して いな
い用具 ・技法 もあ り,あ ま り関心 は示 され ていない。 チ ェック リス トは
比較 的多 くの企業 か ら使 用 してい るとい う回答 を得 てい るが,こ れ に関
して は ドイツで も同様 の傾 向にあ る。
(6)環 境関連 目標達成 とその評価 に関 して は,な ん らかの用具 ・技法 を用
いてい る と回答 した企業 が81%に 達 した。ドイツ企業で はほぼ100%で あ
り,両 国企業共 になん らか のツール を使用 してい る とい う状況 が明 らか
になった。
⑦ 環境保全 を行 う ことによる経 済的損益の 区分表示 を行 ってい る日本企
業 は,総 回答企業 の78%に のぼった。 その内訳 は,多 い ものか ら見 る と
企業全体,事 業領域,原 価場所 となってい る。 これ に関 して は ドイツ企
業 で もほぼ同様 の傾 向 を示 して いる。
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⑧ 環境保 全 に関 す る原価種類 の把握 状況 は,日 本企業 で は研 究開発領域
や購 買領域 の項 目が多数 回答 を得 た(8割 前後)。 「特別廃棄物処理費 」
も多数 回答 の上位 にあが ってい る。 ドイ ツ企業 も同様 の傾向 であ るが
,
研究開発領域 は日本企 業 よ りも分離把握 してい る企業 が少 ない とい う差
異が示 され た。
(9)廃 棄物 処理 の際 に考慮 した要 因 として,条 例,処 理設備 の阻路,法 令,
規則 等の項 目を挙 げた企 業が多 かった。 ドイ ツで も同様 の項 目が多数 回
答 の上位 を占めてい る。
⑩ その他,本 文 では論 じなか ったが,今 回 のア ンケー トか ら以 下の事項
が明 らか になった。
イ:環 境保全情 報の入手方法 として,新 聞 ・雑誌,セ ミナー ・会議,官
庁パ ンフレ ッ トを用い ている とい う企業が全 回答 の過半 数 を超 えてい
る。
ロ:環 境保 全原価 の賦課状況 について は
,エ ネル ギー費,特 別廃棄物処
理費,環 境保全 設備費,包 装費,用 水費等 に関 して 日本企業 の9割 前
後が発生単位別 に課 してい る。
ハ:LCAの 実施状 況 に関 して は
,現 在 実施 中が9%で,準 備 中 を含 めて
も16%で ある。
二:環 境保全 の管理会計 へ の統合 に関 して は
,既 に統 合済 み10%,計 画
中20%と い う回答 が得 られた。
ア ンケー トとい う手法上,質 問の意 図が回答 者 に明確 に伝わ らない,回 答
者 の能力等 によって回答 の有効性 が大 き く左右 され る等の問題 点が あ った こ
とは,無 視 し得 ない事 実であ る。 また,国 際比較 の場合,各 国の歴史的 ・地
理的 ・民族 的 ・宗教的事情 等 について も検 討す る必要 があ るがi本 稿 で は,
こういった事情 に関 して考慮 していない。
また,「 日本企業 ア ンケー ト」の結果 が,必 ず しも日本 企業 の全般的傾 向 を
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示 して はいない とい う点 に注意が必 要であ る。確 か に,ア ンケー ト依頼総数
に対す る有効 回答企 業数 自体 が,一 つの傾 向 を示 してい る。 そ して,そ の回
答 も企業 の考 え方 を示す もので あ るこ とに間違 い はない。 これ らの ことを考
えた時,今 回 のア ンケー トは現代 日本企業 の環境保全 と経営 ・会計 との関連
について,一 つの傾 向 を示 した もの と言 えるだ ろ う。た だ し,あ くまで も一
つの傾 向であ って,必 ず しも全般的傾 向 とは言 えない とい うこ とであ る。
以上 の問題 点 は踏 まえてお くべ きであ るが,「 日本企業 ア ンケー ト」の分析
と 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 か ら,日 独両 国企業の考 え方 の相違点 をあ
る程度 明 らか にで きた よ うに思 う。 そ して,今 回の比較 か ら以下 の ような一
つの結論 が,傾 向把握 とい う形 で得 られた。 すなわち,日 本企業 は環境保 全
に対 す る取 り組 み に関 して高 い意識 を持 ってい る ものの,実 行段 階 に まで そ
れ を移 してい る企業 は まだ それ ほ ど多 くはない。一方,ド イツ企業 は法規制
の強 さ等 の要因 もあるだ ろ うが,実 行段階 に踏 み込 んだ設 問 に対 す る回答 が
日本企 業 よ りも多 く見受 け られ る。
日本企業 の環境保全 の取 り組 みには,ま だムー ド的 ・建前論的 な ところが
多 く感 じられ る。 これ を実行段 階 に まで高 めてい くことが,今 後 の 日本企業
の課題 で ある。 その際 に,会 計 とい う側面 か ら有 用な考 え方や ツールの提供
をいか に行 ってい くかが,会 計 に携 わ る者 の重要 な役割 になって い くことと
考 え られ る。
付 記
「C教 授 ア ンケー ト」及び 「日独製造業論文」 と 「日本企業 ア ンケー ト」の結果
の相違 に関 して,そ れぞれの アンケー ト実施時期の違 いを考慮 してお く必要 もあ
るだ ろ う。「C教 授 ア ンケー ト」は1992年 に,「 日独製造業論 文」は1995年 に実施
され ている。 これ に対 して,「 日本企業 ア ンケー ト」 は,1996年 度 に実施 された。
これ らの実施時点 の経過 による社会情 勢の変 化 を,ア ンケー トの結果が反映 して
い る とい う点 は見逃 すべ きで はない。グ リー ンコンシューマー等 に代表 される市
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民運動 の高 ま り,環 境保 全 に関 す る法規制(NO、 排 出規制等)は その代表例 とし
て挙 げ られ る。 さ らに はISO14000シ リーズ とい う国際 標準 規格 の発行 といっ
た,外 的要因が与 えた影響 は無視 で きない。
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